
授業実践開発研究 第 4 巻（2011） 
 

�
���

81 

特別支援教育における連携型巡回相談の試み 
－Ａ市における事例の考察－ 

The Trial of Cooperating with Visiting Counsel at the Special Education 

-The Case of a Study in A City- 
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 学校教育法改正に伴い、平成 19 年 4 月 1 日文部科学省通知「特別支援教育の推進について」が出され、
幼稚園・小学校・中学校・高等学校において特殊教育から特別支援教育に変わった。このことにより、公立
の各幼稚園や各学校等では特別支援教育コーディネーターを配置し、市町村には特別支援教育の専門家チー
ムを立ち上げ、特別支援学校には地域の特別支援教育に関するセンター的機能を持たせ、さらに、社会福祉
協議会が主体となって地域自立支援協議会が立ち上げるようにするなど市町村の特別支援教育の体制は整
備されてきている。しかし、各々の組織の連携は十分とは言えない状況にある。そこで本研究では、障害の
ある子どもに対して一人一人の教育的ニーズに合わせた特別な支援を行うことを目的として、特別支援教育
巡回相談を核として学校・行政・福祉等様々な機関が連携した実践を行い、その成果を考察した。その結果、
支援対象の子どもに合わせた連携を行い、その中で情報の共有化を図ることや支援の方向性を探ることによ
り、一人一人の教育的ニーズに合わせた支援を行うことに寄与したことが明らかになった。 
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 平成 19 年 4 月 1 日に文部科学省から「特別支援教育の
推進について（通知）」という通知が出された1。このこと
により、従来の特殊教育という名称が特別支援教育に改め
られるようになった。 
 本通知では、市町村の教育委員会に各学校の特別支援教
育への支援体制の整備を促進するため、教育、医療、保健、
福祉、労働等の関係部局、大学、保護者、ＮＰＯ等の関係
者からなる連携協議会を設置するなど、地域の協力体制の
構築を推進することが定められた。また、障害の有無の判
断や望ましい教育的対応について専門的な意見等を各学
校に提示する、教育委員会の職員、教員、心理学の専門家、
医師等から構成される「専門家チーム」の設置や、各学校
を巡回して教員等に指導内容や方法に関する指導や助言
を行う「巡回相談」の実施についても、可能な限り行うこ
ととされた。 
 このような全国の公立小・中学校の特別支援教育に関す
る体制整備がどれくらい進んでいるかという調査（図 1）
が平成 21 年度に実施されている2。 
 
 
 

 
 これを見ると、校内委員会や特別支援教育コーディネー
ターの実施率が小・中学校においては 90％を超え、市町
村の教育委員会で行う巡回相談は 75％、専門家チームは
50％弱と年度が進むにつれて体制整備がされてきている
ことがわかる3。 
一方、障害者自立支援法第 77 条第 1項で、地域におけ

る障害福祉に関する関係者による連携及び支援の体制に
関する協議を行うための会議の設置を唱い、現在多くの市
町村で社会福祉協議会が主体となって地域自立支援協議

�� 全国公立小・中学校の特別支援教育体制実施率の 
   平成 16 年度から平成 21 年度までの経年変化 
   （文部科学省調査） 
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会が設立されている4。 
しかし、このように特別支援教育の体制整備が進んでい

るものの各関係機関の連携が十分になされていない現状
にある。 
国立特別支援教育総合研究所が特別支援教育の各関係

機関の連携についてプロジェクト研究を実施している。教
育機関の間での連携は、図２にあるように情報交換の場を
設けることが多くを占め、具体的な施策は実施されていな
い状況にあるとしている5。 
 

 
 
本プロジェクト研究では、教育、福祉、医療、労働等の

部局横断型の施策の実施については、どの自治体でも取組
の状況に違いは少なく、情報交換を組織的に行う段階であ
るとし、今後、具体的な取組を進めていくことが必要であ
ろうと結論づけている。 
 

 
上のグラフは、実際に行われている部局横断型の施策に

ついての調査である6。 
本調査のなかで最も実施されているのは、母子保健・子

育て支援事業等と連携した事業となっている。これは、乳
幼児において乳幼児健診により、発達状態を把握し、保健
センター、医療機関、子ども相談センターなどの専門機関
同士の連携を図り、早期に医療的な治療や専門的な訓練な
どを行っているというものである。 
また、発達障害者支援事業や障害者自立支援等推進事業

と連携した事業においては、相談支援ファイルの作成に関
する内容になっているところが多い。 
特別支援教育において、教育・福祉・医療・労働等の連

携強化が求められているのはなぜだろうか。 
特別支援教育において各機関が連携する目的は、特別な

支援を要する子ども一人一人の教育的ニーズにそった支
援をするためであると考える。 
竹林地(2002)は、教育的ニーズというのは「今、将来に

必要と判断される事柄で、子ども本人や保護者、教師、社
会のニーズ等を総合的に考察した結果として導きだせる
もの」としている7。 
つまり、教育的ニーズというのは対象となる子どもだけ

でなく、保護者や教員、各関係機関が、現在と未来におい
てその子どもが豊かな生活を送れるようにするために何
が必要かを見いだすものだと考える。発達段階にもよるが、
子ども自身が自らの教育的ニーズを的確に周りに伝えて
支援を求めていくことは難しい。その子どもに関わる人間
が連携しながら教育的ニーズを見いだし、適切な支援を考
え実行することが求められるであろう。 
先のプロジェクト研究での部局横断型施策を見ても、幼

児期の専門機関のみの連携や相談支援ファイルの作成に
向けての会議にとどまっており、対象となる子どもに関わ
る様々な機関が連携しているとは言い難い。 
支援の対象となる子どもに関わる教育、福祉、医療等の

機関が連携を図り、その子の教育的ニーズにそった支援を
していく必要がある。そうなると、教育的ニーズにそえる
ようにするためには直接的に各関係機関が子どもに関わ
るものがよいであろう。 
先に述べたような特別支援教育体制のなかでは、実際に

子どもの様子を見て学校に助言する巡回相談が各関係機
関の効果的な連携を図ることにおいて望ましいと考える。 
そのためにも､本研究においてこのようないわゆる連携

型の巡回相談を実施するためにどのような体制をとる必
要があるのかということや各関係機関がどのように連携
することが対象となる子どもの支援につながるのかを，幼
稚園・小学校・中学校等各発達段階の様々なケースをもと
にしながら明らかにしていきたい。 
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本研究では，Ａ市における連携型巡回相談について，幼

稚園，小学校，中学校の 3つのケースの参与観察を行い，
効果的な連携体制のあり方を考察する。 
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一般的に巡回相談とは、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症
に関する専門的な知識や技能を有する巡回相談員が学校
を訪問し、実態把握や評価、指導内容・方法、学校の支援

� � 部局横断型施策の実施について 

� � 教育機関間の連携で取り組んでいる内容 
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体制、校内の理解啓発、保護者や関係機関との連携等につ
いて指導助言を行うものであるとされている。 
また、巡回相談員は校内委員会から専門家チームに判断

を依頼する場合、必要に応じて巡回によって把握した児童
生徒の実態を基礎資料として提供したり、また、専門家チ
ームから判断と助言が提示された場合、その内容を授業や
学校生活に具体的に位置付けるために教師に対して説明
や助言をしたりするなど専門家チームの橋渡し役を求め
られている。 

 
しかし、図 4の課題に「専門性に関する事」が掲げられ

ているとおり、どの市町村にも専門性が高い巡回相談員が
いるわけではない。 
そのため、教育委員会の指導主事、特別支援教育におけ

る専門性の高い教員、心理学の専門家、医師等から構成さ
れている専門家チームが巡回相談を実施している場合も
ある。本研究で事例に取り上げるＡ市においても同様の状
況にある8。 
 

 
ただ、専門家チームは図 5にあるとおり、医師や心理学

の専門家、教員等はそれぞれ仕事を有していることから専
門家が集まるための日程調整に苦慮している現状にある。
一方、図 4にあるように巡回相談の要請は多く、園や学校
からの求めに即座に応じることができるような体制整備
が求められている。 
こうした状況の下、園や学校からの求めに即座に応じる

ことができ、特別な支援を必要としている子どもの教育的
ニーズに応える巡回相談にしていくため、巡回相談員や専
門家チームのメンバーとともに、各関係機関との連携も図
る巡回相談のあり方を考えた。 
では、どういった機関との連携を図ることが望ましいの

であろうか。 
対象となる子どもに対し、学校や園に出向いて専門員が

観察し、それをもとに担任に対して助言することで必ずし
もよりよい方向に改善されているわけではない。 
それは一つに、対象の子どもの現在に至るまでの成長等

の過程を、巡回相談をする専門員が十分に把握していない
ことが考えられる。以前に受けてきた支援や成長の状況を
もとに助言していくことがその子どもの教育的ニーズに
応えることにつながるであろう。 
また、対象の子どもを学校だけでなく専門の機関等に今

後どのようにつないで支援を進めていけばよいかという
ことまで視野に置く必要があると考える。 
こうしたことから巡回相談において連携を図るには、

「対象の子どもの現在に至るまでの成長等の過程を知っ
ている機関」「対象の子どもの現在の状況を知っている機
関」「将来的に対象の子どもを支援していく機関」の３つ
の機関が必要であると考える。 
こうしたことを念頭に置き、連携が進んでいるＡ市の実

践をとおして本研究を進めることとした。 
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Ａ市の各機関では次のように特別支援教育の体制を整
えている。Ａ市教育委員会学校教育課では、特別支援教育
について二つの事業を中心に進めている。 
まず一つは、「発達相談事業」（以降、「発達相談」と示

す）という事業である。障害のある小・中学生やその親子
に対して、臨床発達心理士の資格を持つ心理相談員による、
発達障害等が原因とされる学習や生活の困難さに関する
相談業務を実施している9。 
もう一つは、「Ａ市特別支援教育専門員巡回相談支援事

業」（以降、「巡回相談」と示す）という事業である。市内
の各幼稚園、保育園、小学校、中学校に在籍している障害
のある幼児児童生徒に対して、園や学校での支援方法をＡ
市特別支援教育専門員（以降、「専門員」と示す）が直接
園や学校に出向いて指導・助言するという事業を実施して
いる。Ａ市が委嘱している専門員は 4名。内訳は、医師 1
名（精神科クリニック開業医）、心理相談員 1名（臨床発
達心理士の資格を有し、発達相談を兼務）、特別支援学校
特別支援教育コーディネーター1名（臨床発達心理士の資
格有り）、Ａ市就学指導委員 1名（元中学校教諭特別支援
学級担任）である。学校教育課特別支援教育担当指導主事
も同行することになっている。 
行政としては、特別支援教育に深い関連があるのが保健

センター（健康推進課）と社会福祉課である。 
まず、保健センターは市民全ての健康に関する業務を担


 � 巡回相談員の活動の課題 


 � 専門家チームの課題 
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当しているが、特別支援教育に関係するところは主に小学
校に就学するまでの幼児期の業務である。 
1 歳半になると行う健康診断（1歳児半健診）や 3歳に

なると行う健康診断（3歳児健診）を保健センターで受診
した後に行う育児発達相談事業や相談後のフォローアッ
プ事業を実施している10。 
育児発達相談事業では、健康診断受診により発達や言葉

の遅れの疑いがある子どもの保護者に対して、臨床発達心
理士の資格を持つ心理相談員が今後の育児について相談
に乗るというものである。なお、保健センターの心理相談
員のうち 1 名は学校教育課で実施している発達相談の心
理相談員も兼ねている。 
また、相談後のフォローアップ事業として、遊びを通し

て五感を刺激し、発達を促す育児教室を実施している。先
ほどの相談業務のなかで保護者がこれらの教室を希望し
た場合に保健センターの心理相談員から指導を受けるこ
とができる。 
社会福祉課では、Ａ市地域自立支援協議会を積極的に支

援している。 
福祉機関として，特別支援教育に大きく関わっているの

がＡ市簡易マザーズホーム（以降、マザーズホームと示す）
とＡ市地域自立支援協議会である。 
マザーズホームは、自閉症や運動機能に障害がある幼児

や言葉や発達の遅れがある 4、5歳児の指導を中心に行っ
ている機関である。 
Ａ市地域自立支援協議会は、教育・福祉関係の機関、団

体の代表者が集まり、幼児期から老年期に至るまで障害の
ある方の支援について協議するところである。 
本地域自立支援協議会のなかには「教育・療育研究部会」

があり、実践的な研究を進めている。 
現在，学校教育課特別支援教育担当指導主事が中心とな

って研究を進めている内容は，「ライフサポートファイル」
である11。このファイルは、幼児期から就労に至るまでに
障害のある子どもが学校や保健センター、マザーズホーム
等各機関で受けてきた支援、例えば、指導記録や心理検査
結果及び所見、医療機関の診療記録等をファイルに積み重
ねることにより、支援の過程や子ども本人の成長の様子が
わかり、保護者が初めて訪れる機関でも子ども本人につい
てわかりやすく説明ができ支援を受けやすくなるという
ものである。 
このように、Ａ市には、学校を含めて障害のある子ども

（疑いも含む）を支援していく様々な機関がある。これら
の機関の中から「対象の子どもの現在に至るまでの成長等
の過程を知っている機関」「対象の子どもの現在の状況を
知っている機関」「将来的に対象の子どもを支援していく
機関」が連携した巡回相談を実施することとし、以降その
実際について述べる。 
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 本ケースは幼稚園の巡回相談から始まったケースであ
る。この巡回相談において、幼稚園の担任から指示理解が
困難で、友だちとの交流を持つことが難しいＢ児の支援に
ついて助言してほしいとの依頼を受けた。 
 
����2!35�$'1�>(��������%4��

�) �

 
 ①Ｂ児の指示理解や友達との交流の困難さの対応につ
いて担任へ助言することができる。 
 
 ②Ｂ児の発達を促すために専門機関につないだり､小学
校就学に向けての支援を本人に対して行ったりすること
ができる。 
 
���2!35�
��>(��$'1�&$��;#�

 
①心理相談員（Ａ市マザーズホーム所属） 
 臨床発達心理士の資格を持ち､日常的に発達に遅れがあ
る子どもへの指導をしていることから具体的に助言を行
うことができる。 
 
②保健士（Ａ市保健センター所属） 
 過去 2 回の健康診断の折にＢ児の様子を観察し、Ｂ児の
保護者に育児相談を受けるよう案内していることから過
去の状況について情報提供できる。 
 
③マザーズホーム指導員（Ａ市マザーズホーム所属） 
 Ｂ児がマザーズホームに通所して発達訓練をすべきか
どうかを判断することや通所した場合の指導方法の一助
にすることができる。 
 
④特別支援教育担当指導主事（Ａ市学校教育課所属） 
小学校に上がる前の就学指導の際の参考にすることが

できる。ここでいう就学指導とは単に通常学級か特別支援
学級のどちらに入級する又特別支援学校に入学するとい
った進学先を決めることのみを指すのではない。特別な支
援を要する入学前の幼児に対しては入学にあたって様々
な支援を行っている。例えば、自閉傾向が強く、初めて訪
れる場所では不適応を起こす幼児の場合には、入学する前
に就学先の小学校に何度か当該幼児を連れて学校の様子
に慣れさせたり、入学式の準備が整ったところで予行演習
をさせたりといったことを行っている。 
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当幼稚園を訪問した際は、まずＢ児の担任から状況を聞
き取り、その後Ｂ児の保育の様子（朝の会から制作活動ま
で）を観察した。Ｂ児の朝の会の様子は離席することはな
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かったが、担任の話に耳を傾けることなく、首をぐるぐる
と回したり、手いたずらをしたりしていた。アンパンマン
の手遊び歌が始まったら、皆と同じように手遊びを始めた。
朝の会が終わり、制作活動に移る前の小休止の時間では教
室の中をふらふらと歩くだけで友達とふれ合う場面は見
られなかった。 
その後の制作活動も観察した後、専門員他 3名と園長、

担任でＢ児の検討会議を行った。 
事前に担任から得た情報と保育の様子の観察をもとに、

まず専門員がＢ児について、担任の指示等言葉が入りづら
いことと手遊び歌には他の園児と一緒に活動ができたこ
とからおそらく視覚優位の行動を示す子どもであること
が推測されるとの話をした。 
保健士も 3 歳児健診の際に今と同様に簡単な指示であ

ったにもかかわらず理解ができなかったことやなかなか
話し手と視線が合わないことの話をした。 
次に、マザーズホーム職員からはＢ児に対する園長や担

任の見立てはおそらく間違いのないところであるだろう
が、心理検査を行い、その結果からわかるＡ児の特性に合
わせた支援をしていく必要があることやマザーズホーム
に通所して個別の指導をした方がよいことの話をした。 
それに続いて、保健士は担任に対して保護者に日頃の様

子を個人面談の折に話をして理解をしてもらい、保健セン
ターの育児発達相談に申し込むよう勧めてもらいたいと
の話をした。 
専門員は検査しなければ明確なことは言えないがとい

う断りを入れ、Ｂ児には視覚的な支援を多くすること、例
えば、行動をする前に絵カードで「○○をします。」と示
してから話をすることなどが望ましいといった具体的な
支援について担任に助言をした。 
 この巡回相談の後、担任はＢ児の保護者との個人面談の
なかで、日頃のＢ児の様子を伝え、小学校入学するにあた
って園でどのように指導をしていったらよいかを専門の
先生に見てもらった方がよい旨を話したところ、保護者が
保健センターの育児発達相談に申込みをした。 
 そして、そこで当心理相談員がＢ児の心理検査を行い、
個別の指導をした方がよいという結果が出たため、そのこ
とを保護者に伝えた。そして、Ｂ児は、マザーズホームに
通い、現在指導を受けている。園でのＢ児の状況も以前よ
りは落ち着いてきている。 
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 (1)で示した期待される効果はあったと考えられる。 
 ①の担任への助言では､指示理解の困難さについて視覚
的な支援を多くするといった具体的な支援をすることを
示すことができた。 
また､②の今後に向けての支援については､保護者に対

して､小学校就学に向けての支援やそのための専門機関の
必要性をどのように話したらよいかを担任が理解するこ
とができた。そのため､保護者にその内容が伝わり､保健セ

ンターやマザーズホーム等の専門機関につながった。結果
的に､こうしたことがＢ児の状況の好転に向かったものと
考えられる。 
2 月末現在で､Ｂ児の保護者から担当指導主事へ小学校

就学に向けての相談がないことから保健士やマザーズホ
ーム指導員に対して声かけをしてもらう必要があるもの
と思われる。ただ､保護者としては教育委員会に相談する
というのは躊躇する場合も考えられる。担当指導主事がＢ
児のマザーズホームの指導日に出向き､指導員からの紹介
を受けてそこで保護者との人間関係をつくり､そこから就
学に向けての話をしていくことも一つの方策であると考
える。 
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 本ケースは、教育委員会で行っている発達相談において
心理相談員が保護者から小学 3 年のＣ児の学校での様子
を見て助言してもらいたいとの依頼を受けて行った巡回
相談のケースである。 
 
����-�/1�!$,
6%��������"0��

�&��

 
 ①Ｃ児の集中力のなさや身の回りの整頓が困難である
ことへの対応について担任に助言することができる。 
 
②Ｃ児の発達状況を検査する方向へ促したり､家庭での

支援がなされたりするために､専門機関につなげ､検査結
果等から今後に向けた支援を本人に対して行うことがで
きる。 
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①特別支援教育専門員（県立特別支援学校所属） 
特別支援学校の特別支援教育コーディネーターとして

地域支援を担当していることから､Ａ市の特別支援教育専
門員として巡回相談にあたっている。臨床発達心理士の資
格を持ち､日常的に発達に遅れがある子どもへの指導をし
ていることから具体的に助言を行うことができる。特に､
自閉的傾向を持つ子どもへの研究には造詣が深い。 
 
②特別支援教育担当指導主事（Ａ市学校教育課所属） 
本来ならば発達相談を担当している心理相談員が訪問

するのが期待される効果に沿うことになるのだが､当心理
相談員は他市の教育センターにも勤務していることから
訪問日程が合わない場合が多い。そこで､担当指導主事が
当心理相談員に巡回相談の様子を伝えることで､Ｃ児の保
護者が発達相談を受けたときにより適切な助言ができる
ことが期待できる。 
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③心理相談員（Ａ市発達相談担当） 
 臨床発達心理士の資格を持ち､Ａ市の特別支援教育専門
員として巡回相談にあたっている。また､Ａ市の小・中学
生の発達相談を担当するだけでなく､幼児期の育児発達相
談も担当していることからＡ市の特別な支援を要する子
どもの状況については大変詳しい。Ｃ児の保護者が発達相
談を受けた際に､心理検査等を通じて､家庭や学校での支
援の仕方について助言を行うことができる。 
�
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 まず、担任から学校生活におけるＣ児の課題について話
を聴いた。Ｃ児は、授業中離席はないものの、集中力に欠
け、学習がなかなか進まない。また、身の回りの整頓が苦
手で、常に机の周りには自分の持ち物が散らかっている状
況であるとのこと。 
次に、実際に教室で国語の授業を参観した。教室に入る

と、担任の話のとおりＣ児の机の上や周りには学習用具が
散乱しており、授業を始められる様子ではなかった。担任
は片付けするよう促したがなかなか片付けようとはせず、
机の上の物をいじって手いたずらをしている。 
国語の授業が始まり、ノートを出して担任が板書したも

のを写すことになったが、教科書と同様、なかなか国語の
ノートが開けない。ここでも担任が手伝ってもらい、ノー
トを出して書き始めた。学習用具がなかなか出すことがで
きず、担任に支援されてようやく学習を進めようとする状
態にあった。 
授業を参観し終えた後、専門員と指導主事、教頭、担任

の 5名でＣ児の検討会議を行った。 
事前の担任から得た情報と授業の様子の観察をもとに、

Ｃ児には抱えている課題は多くあるが、まず身の回りの整
頓ができるように支援していくことを専門員は助言した。
具体的には、Ｃ児の机のそばに整理箱を用意し、そこに体
操服やリコーダー等の持ち物を入れて散らばらないよう
にし、教科書やノートがすぐに出せるようにする等学習の
取りかかりが早くできるよう支援することが望ましいと
の話があった。 
 担当指導主事からは今後家庭の支援も必要になること
や心理検査を行い本人の得手不得手を把握し指導した方
がＣ児の教育的ニーズに応えることにつながるものと考
え、担任に保護者面談等を通じて、学校教育課の発達相談
に申込むように促してもらうよう話をした。 
 すると、巡回相談後にＣ児の母親から発達相談の申込み
があり、Ｃ児についての心理検査及び相談を行った。その
中で、発達相談を担当している心理相談員に学校での様子
を参観してＣ児をどう支援したらよいかを教えてほしい
と母親から依頼があった。 
 その後実施した巡回相談においては、当専門員がＣ児を
観察し、助言をすることとした。 
Ｃ児の前回の巡回相談の様子を記録した内容を当専門

員に引き継いだ。前回の巡回相談での助言を生かし、整理

箱が用意されていたため、前回よりもＣ児の周りがすっき
りとしていた。 
教科書やノートも前回ほどは時間をかけずに机の上に

出せるようになっていた。 
ただ、授業への集中力はそれほど高くなく、板書をノー

トに写すことも他の児童と同じ速度では難しい。 
授業を参観し終えた後、Ｃ児には板書を全て写すことを

目標にせずに授業の大事なところの板書を担任が示し、そ
れは必ず写すことを目標に指導するよう助言した。 
これは、発達相談での心理検査（Wisc-Ⅲ）で板書をノ

ートに写すことに関連のある「処理速度」の値が平均より
もかなり下回っており、この部分を不得手としていること
がわかったからである12。不得手としている板書をすべて
ノートに写すことを目標としてしまうと、学習への興味関
心が低下していくかもしれないので、板書については大切
な内容を絞った方がよいと考えての助言である。 
また、整理箱に物を入れることはできているので整理箱

が無くても片付けができるよう机の横に下げられる物は
下げるようにさせることも併せて助言がなされた。 
このように、巡回相談と発達相談との連携を図りながら

対象の子どもを支援していくことにより、抱えている課題
を解消していくことにつながっていった。 
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 Ｃ児の巡回相談については､発達相談につなげることが
考えられるケースであったので､心理相談員が担当するこ
とが望ましいのであるが､日程調整がつかず､県立特別支
援学校教諭の専門員が担当することになった。 
 (1)の期待される効果にあげられている①「身の回りの
整頓」については､特別支援学校教諭の専門員が助言した
内容を担任が取り入れ､その内容は担当指導主事が心理相
談員にも伝達しておいた。そうすることにより､2 回目の
巡回相談で心理相談員が訪問した際に､1 回目の助言によ
りＣ児に状況が好転していたので､担任に対して次の段階
に進む助言をすることができた。 
 このように､複数の専門員で一人の子どもを見ていく際
に､担当指導主事が間に入って情報交換をもとに連携を図
ることで同じ専門員が同一の子どもの比較変容を看取れ
ないデメリットを解消することができた。 
 ②の専門機関との連携であるが､保護者面談をとおして
担任からＣ児の様子について伝えることにより､発達相談
につながり､Ｃ児の家庭での支援についても行われるよう
になった。また､心理相談員によるＣ児の巡回相談におい
て成長している様子を保護者に伝えることで､特別な支援
を受けることへのメリットを保護者自身に感じてもらう
ことができた。 
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 本ケースは、小学校から「ライフサポートファイル」を
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持ち、特別な支援を受けてきた中学 2年のＤ児が中学校に
進学し、その後の経過を観察するための巡回相談のケース
である。 
�
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 ①Ｄ児が進路志望に掲げている高校の入学試験に向け
て､どのように不得手な点に対応していくか担任や保護者
に助言する。 
 
 ②Ｄ児が高校進学した際に再び不適応行動が起きない
ようにするために専門機関につなげて､いつでも本人の支
援にあたることができるようにする。 
�
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①精神科医師（県内精神科クリニック所属） 
若年層の自閉やうつ傾向にある患者を診察する機会が

多く、Ｄ児の精神的な課題に対し助言できる。 
 
②心理相談員（Ａ市発達相談担当） 
Ｄ児が小学生のときからの状況をよく知っており、成長

の過程等について情報提供できる。 
 
③特別支援教育専門員（元Ａ市中学校特別支援学級担当教
諭） 
 中学校在職中には自閉症・情緒障害特別支援学級を長年
担任しており､情緒障害がある生徒を高校に進学させてい
る経験が豊富なので、順調な高校生活を送るために必要な
情報提供ができる。 
 
④特別支援教育担当指導主事（Ａ市学校教育課所属） 
 巡回相談後に，Ｄ児について学校や保護者と連絡を取り
ながら､必要に応じ発達相談や精神科医師の受診につなげ
ることができる。 
�
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 Ｄ児は、小学校時代は授業中に教室から出て校舎を徘徊
する等の行動や友達とのトラブルが目立ち，特別な支援を
受けていた。 
 中学に進学する際は、Ｄ児の心理検査を行った結果やそ
の通知等を「ライフサポートファイル」に入れて、中学校
でも引き続き特別な支援を受けることとなった。 
 Ｄ児は中学校では小学校と比較して不適応行動は減っ
てきた。Ｄ児の特徴を周りの友達が理解しており、Ｄ児が
友達とトラブルがあっても大事にならないよう、Ｄ児がク
ールダウンできるようその他の友達が配慮して行動して
いるので比較的穏やかに過ごせている。 
 しかし、Ｄ児が高校進学した際に不適応行動を起こす可

能性が考えられる。高校ではＤ児の特徴を知るものは少な
いことや、トラブルが起こった際にも周りの友達の配慮が
ない場合が考えられる。Ｄ児自身も周りの友達の付き合い
方を学習する必要がある。 
 授業を参観した後の検討会議では、専門員、指導主事、
教頭、担任、特別支援教育コーディネーター（特別支援学
級担任）だけでなく、Ｄ児の母親にも参加してもらうこと
とした。 
なぜならば、「ライフサポートファイル」を進路先の高

校に持って行き、Ｄ児の様子を説明し、特別な支援をお願
いするのは保護者だからである。 
 巡回相談では、理科の授業を参観した。Ｄ児については
これまで巡回相談のなかで様子を見ていたが、中学 1年の
時に比べて格段に授業態度がよくなっていた。実験も積極
的に行い、板書も全て写すことができていた。 
 授業参観後は、専門員や管理職，担任等でＤ児の検討を
行った。 
 担任からは、部活動に積極的に取り組み、学習も少しず
つ前向きになってきており、友達関係も特に問題がないと
いうＤ児の現在の状況が良好である説明がなされた。ただ、
数学については、小学校時代から教室に入って落ち着いて
学習する機会が少なかったことから積み重ねがあまり無
く、内容が理解できず、数学への意欲がほとんどないこと
も併せて説明があった。 
 専門員らの助言は、高校進学、そして、その高校におい
て部活動で活躍することを本人の目標に掲げ、心理検査等
様々な手段を講じて自分は学習を進める能力があること
を本人自身に理解させ、数学等苦手な教科に取り組めるよ
うに担任と特別支援コーディネーターが連携して支援し
ていくというものであった。また、高校進学には様々な障
壁に当たることも考えられることから専門員である精神
科医師とつながりを持ち、いつでも精神的な支援を受けら
れるようにすることも出された。これらの助言については、
母親も納得し家庭も一緒に連携していくことを確認した。 
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 Ｄ児への期待される効果である「高校進学にあたって､
これまで十分に学習してこなかった内容への対応や苦手
教科への学習意欲の向上」であるが､まだその結果は見え
てこない。しかし､専門員の助言により今回の巡回相談で
担任や校内の特別支援教育コーディネーターの連携が具
体的に図られるようになったことは大きいと考える。苦手
教科としている数学においては､特別支援コーディネータ
ーが数学担当であることから放課後等に個別に学習を支
援する体制を整えている。 
本人自身が個別の学習を受け入れるためにも､発達相談

につなげて自身の能力を自覚させることが必要であり､2
月末に発達相談において心理検査を実施し､今後本人に対
して心理相談員が面談を行う予定になっている。 
 この面談の中では､精神科医師につなぐことを想定して
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おり､巡回相談で訪問した専門員がそれぞれの役割を果た
せるよう連携していくことはＤ児の将来的な支援に向け
て非常に重要なことであると考える。 
 Ｄ児へのこれまでの支援が進学先の高校で生かせるよ
うにするためには､「ライフサポートファイル」の活用を
高校でも図っていく必要がある。そのためには､高校での
「ライフサポートファイル」の活用をどのようにしていく
かが今後の課題となってくるものと考える。 
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 巡回相談の３つのケースにおいて、各々の機関が利点を
生かして学校や園に対して効果的な助言をすることがで
きた。 
 この要因は、巡回相談を実施する専門員のメンバー構成
によるところが大きい。 
 心理相談員である専門員は保健センターやマザーズホ
ームで育児相談や指導を担当していることから、対象とな
る子どもの多くの幼児期の様子やその頃から受けてきた
支援を知っている。そのため、その成長の度合いや発達段
階から今どのような支援が必要かを助言することができ
た。 
 元中学校の特別支援学級の担任であった専門員は、多く
の特別支援学級の生徒を指導してきた経験を生かして、小
学生であれば中学校進学を考慮に入れた助言、中学生であ
れば高校進学を考慮に入れた助言を行うことができた。 
 臨床発達心理士の資格を持つ特別支援学校教諭である
専門員は、校内で自閉症研究を進めており、その成果を生
かした助言を行うことができた。実践には載せていないが
本専門員は、臨時の巡回相談として学校や保護者の求めに
応じて心理検査を実施し、その結果分析をもとにして学校
や保護者に面談し、様々な助言をしている。 
 精神科医師は、対象の子どもの心理検査の結果や担任等
からエピソードの聞き取り等を通じて医学的な助言を行
うことができた。 
 また、専門員以外にも対象の子どもの過去や現在の状況
を知る保健センターやマザーズホームの職員が加わるこ
とにより、巡回相談に関わる者各々が「対象の子どもの現
在に至るまでの成長等の過程を知っている機関」「対象の
子どもの現在の状況を知っている機関」「将来的に対象の
子どもを支援していく機関」の役割を果たすことができた
ことが効果的な巡回相談につながったものと考える。 
 もちろんＡ市の場合も他の市町村と同様、専門員各々本
職があることから日程調整が難しく、一堂に介することが
できるのは学期ごとに 1回、年間計 3回しかない。 
 したがって、巡回相談に参加できる専門員が 1名である
場合が多い。しかし、Ｂ児のように保健センター等の職員
が加わったり、Ｃ児のように専門員同士が巡回相談での状
況を連絡しながら連携したりすることにより、３つの機関
の役割を果たすことができた。 

 しかし､巡回相談にあたる専門員や職員が学校の依頼に
迅速に応じることができない場合があることから機を逸
する可能性が考えられる。 
 また、多くの高等学校で特別支援教育の体制が十分にと
られていない状況にあるため、高等学校との連携をどのよ
うに進めるかを展望する必要がある。 
 

���	��������

 
「対象の子どもの現在に至るまでの成長等の過程を知

っている機関」「対象の子どもの現在の状況を知っている
機関」「将来的に対象の子どもを支援していく機関」とい
った３つの機関が連携して巡回相談に関わることにより
対象となる子どもの教育的ニーズに応える支援を行うこ
とができることがわかった。 
 また，これらの３つの機関が同時に巡回相談できない場
合にも，担当指導主事がコーディネーター役となって巡回
相談する専門員等が情報共有しながら連携できれば同様
の効果をあげられることがわかった。 
 課題としては，対象となった子どもに対して将来的に継
続的な支援をどのように行っていくかがあげられる。 
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